
本店営業部掲額のレリーフ「大地」

今日も明日もこの街で

DISCLOSURE  2020

〝ちゅうしん〟の 現 況

令和２年度　　中間報告書

(令和２年４月１日～令和２年９月３０日)

札幌中央信用組合 



令和2年度上半期(令和2年4月1日～令和2年9月30日)における経営情報をお知らせいたします｡

◆　金融再生法開示債権 (単位：百万円、%)

（注） 令和2年9月末の計数は､以下の簡便な方法により算出しております。したがって､ 令和2年3月末の計数とは算出方法が異な

るため､計数は連続しておりません。
<令和2年9月末の算出方法>

1. 債務者区分については原則として令和2年3月末の自己査定による債務者区分を基準としております。
ただし､4月1日から9月末までに破産・会社更生・再生手続等の事由による債務者区分の変更等のあった債務者について
は当組合の定める基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分となっております。

2. ｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣とは､破産､会社更生､再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。

3. ｢危険債権｣とは､債務者が経営破綻の状態には至っていないが､財政状態及び経営成績が悪化し､契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です｡

4. ｢要管理債権｣とは､｢3か月以上延滞債権｣及び｢貸出条件緩和債権｣に該当する債権です。
5. ｢正常債権｣とは､債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で､｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣､｢危険債権｣､

｢要管理債権｣以外の債権です。

◆　損益の状況 (単位：百万円)

（注）1. 簡便法による自己査定結果に基づく償却・引当を反映して算出した損益状況を開示するものです。
2. 各計数は、単位未満を切り捨てて表示しています。
3. 「実質業務純益」は、「業務純益」に「一般貸倒引当金繰入額」を加算した金額であります。
4. 「コア業務純益」は、「実質業務純益」から「国債等債券損益」を減算した金額であります。

◆　単体自己資本比率 (単位：%)

（注） 自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第6条第1項において準用する銀行法第14条の2の
規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内
基準により自己資本比率を算出しております。

◆　預金・貸出金の状況 (単位：百万円、%)

) )

) )

（注） 各計数は､単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。　　
なお、以下の各表においても同様であります。

コ ア 業 務 純 益

（ 投 資 信 託 解 約 損 益 を 除 く 。 ）
185 149

65,157

業 務 純 益 179

コ ア 業 務 純 益 185 149

184 179

167

77.40 %

184

173

経営情報（半期の情報開示について）

1,511

合 計

担 保 ・ 保 証 等 (B)

貸 倒 引 当 金 (C)

担 保 ・ 保 証 等 、 引 当 金 に よ る 保 全 率 (D)/(A)

保 全 額 合 計 (D) ＝ (B) ＋ (C)

574

870

200

1,645

63,511

令和2年9月末

不       良       債       権     　 計     　 (Ａ)

正 常 債 権

区 分

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

144

1,592

当 期 純 利 益

区 分

貸 倒 引 当 金 引 当 率 (C)/(A-B) 78.12 %

経 常 利 益

区 分

実 質 業 務 純 益

7.96 %

167

<参考> 令和2年3月末

（

（

<参考> 令和2年3月末

108,635

‐

59.53 %

64,673

6,337

<参考> 令和2年3月末

<参考> 令和2年3月末

538

令和2年9月末

871

令和2年9月末

1,010

69,938

71,531

1,050

460

91.82 %91.99 %

182

1,465

454

預 貸 率

5,898（

59.81 %

8.55 %

2,389（

118,710

区 分 令和2年9月末

( う ち 預 託 金 残 高 )

預 金 残 高

貸 出 金 残 高

( う ち 消 費 者 ロー ン・ 住宅 ロー ン残 高 )

単 体 自 己 資 本 比 率

71,005
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◆　貸出金業種別残高・構成比
（単位：百万円、%）

◆　有価証券の時価情報
◎その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

（注）1. 有価証券運用は､支払準備資産の充実･確保を図るため､債券を主とした運用に徹しております。

2. 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

3. 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

△0 - - -

242

1,999

-

100

44 2,234 2,200

10,605

2,712

-

503

3 30 3

34

5

2,300

82

0

-

10,479

0

-

16.2 %

0.0 %

0.1 %

卸 売 業 、 小 売 業

金 融 業 、 保 険 業

不 動 産 業

電 気 、 ガ ス 、 熱 供 給 、 水 道 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、 郵 便 業

0.0 %

0.1 %

1.6 %

6.0 %

3.8 %

31.5 %

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

15,525

0.4 %

0.9 %

医 療 、 福 祉

飲 食 業

教 育 、 学 習 支 援 業

学術研 究、 専門・技 術サ ービ ス 業

物 品 賃 貸 業

宿 泊 業

小 計

5.2 %

0.7 %

72.8 %

21.8 %

2.6 %

0.8 %

1.1 %

0.0 %

そ の 他 の サ ー ビ ス

そ の 他 の 産 業

生 活 関 連 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 、 娯 楽 業

業 種 別

農 業 、 林 業

漁 業

建 設 業

3.2 %

0.0 %

0.0 %

-

19.2 %

金　　　　額 構成比

鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業

合 計

2,294

0

0

-

1,147

4,286

2,763

22,371

31

334

638

1,875

561

838

11

659

168

71,005

13,654

製 造 業

個人 (住宅･消費･納税資金等 )

3,728

51,751

24.9 %

548

23

61

20,969

0.2 %

0.0 %

679

<参考> 令和2年3月末

2.6 %

0.0 %

1,729

0

構成比

1.0 %

0.0 %

令和2年9月末

0

334

金　　　　額

112

764

7

取得原価 差　　額

3,921

16,113

219

1,525

530

44,638

3,498

3,184

2.3 %

0.8 %

5.4 %

4.9 %

32.4 %

0.5 %

1.1 %

0.0 %

0.8 %

0.0 %

0.0 %

0.3 %

69.0 %

6.0 %

100.0 %

132

64,673100.0 %

区　　　分 種　類
令和2年9月末

2,190

2,709

107123

341

157

9,963

2,336

10,304

2,494

地方債

<参考> 令和2年3月末

株 式

貸借対照表
計   上   額

取得原価 差　　額

16

貸借対照表
計   上   額

4

その他社債

小 計

小 計

国   債

株 式

99

199

1,582

債 券

-

10

353

155

143

9

△ 34

△ 106

△0

△0

189

11,092 10,724

合　　　　　　計

外国証券

投資信託

△ 128

1,800

△ 1

15,545

700

1,740

14,908

4,183

1,940

200

1,599

4,077

1,906

15,170 261

△ 17

4,577

1,774

4,705

1,705

15,310

122

234

-

212

△ 35

△0

△ 26

△ 65

△ 27

30

300

363367

△ 53

△ 18

-

252

10,968

187

2,684

539

- - -貸借対照表計上額
が取得原価を超え

るもの

その他

地方債

金融債

国   債

金融債

その他

その他社債

債 券

外国証券

投資信託

公社公団債

貸借対照表計上額
が取得原価を超え

ないもの

公社公団債

1,720 △ 31

16 19 △ 3 15 19 △ 3

1

34

698

1,890 1,921 △ 30

-

211

34

1 505

1,689

1,981

301

99 100

141

82,308

3,267 3,125

2,300

- -

10,624

2,345

534

10,271

2,034

3,236

2,700

330

3,379

335

-
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)
)
)

)

( )

-

122,007,418
480,663
266,261

-

-
-

53,870

-
-

-
116

再評価に係る繰延税金負債

特 別 法 上 の 引 当 金
偶 発 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

470,951

94,032

優 先 出 資 金

480,663
-

-

140,306

4,133
-

( 純 資 産 の 部 )
-

3,072
7,205

△

1,431,542
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定 -

-

（△

その他の無形固定資産

　　　 （うち個別貸倒引当金(△)） 455,410

再評価に係る繰延税金資産

前 払 年 金 費 用

の れ ん

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

貸 倒 引 当 金 ( △ )
債 務 保 証 見 返

リ ー ス 資 産

繰 延 税 金 資 産

その他の有形固定資産

(
(

65,511

利 益 準 備 金

-

148,935
23,500

-

427,185

-

金 額

   千円

そ の 他 の 預 金

63,878,727定 期 預 金

再 割 引 手 形

-譲 渡 性 預 金

利 益 剰 余 金

金 融 派 生 商 品
-保 管 有 価 証 券 等

リ ー ス 投 資 資 産 -
金融商品等差入担保金 -

そ の 他 の 資 産

-

118,710,590預 金 積 金
( 負 債 の 部 )

科 目

-

-

- -借 入 金
- 2,000,000当 座 借 越

-
312,897貯 蓄 預 金

-通 知 預 金

1,876,275当 座 預 金
46,535,025

5,680,478

2,000,000

普 通 預 金

定 期 積 金

借 用 金

未 払 法 人 税 等

売 現 先 勘 定

払 戻 未 済 金

借 入 商 品 債 券

コ ー ル マ ネ ー
売 渡 手 形

-

-

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

そ の 他 負 債

-

-

1,085
-

44,295

土 地

職 員 預 り 金

有 形 固 定 資 産

給 付 補 塡 備 金

545,177
手 形 貸 付

金 銭 の 信 託

リ ー ス 債 務

230,307

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

116,044
-

資 産 除 去 債 務

2,249,790
403,963

3,479,610
-

-

-

-

未 収 収 益

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金

1,451
売 付 商 品 債 券

前 受 収 益

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー
外 国 為 替

金融商品等受入担保金

-

2,909,000

6,936,132

71,005,630

2,059,864

3,045,926
65,354,662

-
672,048

-

-

( 99,330

買 現 先 勘 定
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金
買 入 金 銭 債 権

先物取引差入証拠金

株 式

有 価 証 券

社 債

( そ の 他 社 債 )
( 金 融 債 )

貸 出 金
そ の 他 の 証 券

地 方 債
短 期 社 債

未 決 済 為 替 貸

証 書 貸 付
当 座 貸 越

割 引 手 形

その他の商品有価証券

全 信 組 連 出 資 金

前 払 費 用

そ の 他 資 産
外 国 為 替

( 公 社 公 団 債 )

科 目 金 額

預 け 金 37,205,301
現 金
( 資 産 の 部 )    千円

774,689

そ の 他 の 負 債

買 入 手 形 -
-

-
-

コ ー ル ロ ー ン

商 品 有 価 証 券
商 品 国 債
商 品 地 方 債
商 品 政 府 保 証 債

未 決 済 為 替 借3,927,802

15,259,556
2,190,060国 債

資 本 剰 余 金
優 先 出 資 申 込 証 拠 金

普 通 出 資 金

資 本 準 備 金 -

-

借 入 有 価 証 券

-

-

売 付 債 券

先物取引受入証拠金
先 物 取 引 差 金 勘 定

-

金 融 派 生 商 品

-

-
2,947,338

972,000

337,967

14,542
代 理 業 務 勘 定

-

-
2,113

そ の 他 利 益 剰 余 金

-

役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

負 債 の 部 合 計

出 資 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

(経営安定強化積立金 )

-

1,780,000
1,780,000

1,755,882

-

999,343
-

6,900

自 己 優 先 出 資
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金

特 別 積 立 金

-

当期未処分剰余金 195,338

189,398
-

( 組 合 員 勘 定 合 計 ) 3,946,681

(評価・換算差額等合計 )

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
その他有価証券評価差額金

純 資 産 の 部 合 計 4,822,915

◆　貸借対照表

土 地 再 評 価 差 額 金 686,835

資 産 の 部 合 計 126,830,333 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 126,830,333

1,975,338

999,343

そ の 他 出 資 金

10,126
374,200

債 務 保 証

先 物 取 引 差 金 勘 定

建 物

170,226

876,233
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特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 損 0

15,246そ の 他 の 経 常 費 用

-

0

そ の 他 の 特 別 利 益 -

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 益 -

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

借 用 金 利 息

役 務 取 引 等 収 益

30,449
58,707

そ の 他 の 受 入 利 息

-

14,173

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

株 式 等 売 却 益 -
そ の 他 の 経 常 収 益

そ の 他 の 役 務 費 用 67,922
888

649,365

-

240,252
20,740

そ の 他 の 役 務 収 益 40,254
20,427受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 業 務 収 益

償 却 債 権 取 立 益

1,220
-

そ の 他 業 務 収 益
国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益

1,217
10,164
9,523

そ の 他 経 常 収 益

536

-

減 損 損 失 -
そ の 他 の 特 別 損 失

法 人 税 等 合 計

目 的 積 立 金 取 崩 額

法 人 税 等 調 整 額 29,000

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 -

-

繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） 50,511

29,000

173,827

当 期 未 処 分 剰 余 金 195,338

749,729

105

77,273
9,350

3

60,682

-

751,299

資 金 運 用 収 益

◆　損益計算書

科 目 金 額

853,058
貸 出 金 利 息

千円

経 常 収 益 925,126

預 け 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金

当 期 純 利 益 144,827

預 金 利 息
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額

8,486
8,788

290
-592

そ の 他 業 務 費 用

経 費

物 件 費

国 債 等 債 券 売 却 損

人 件 費

そ の 他 の 支 払 利 息
役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 経 常 費 用

株 式 等 売 却 損

税 金

貸 出 金 償 却

173,827

そ の 他 資 産 償 却

818
そ の 他 の 業 務 費 用 69

-

388,371

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
15,285

国 債 等 債 券 償 還 損

経 常 利 益

-
39
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令和2年9月末における、当組合の地域貢献の状況をお知らせいたします。

当組合は、地域信用組合として地元の中小事業者や住民が組合員となって、お互いに助け合い発展していくという

相互扶助の理念に基づき運営されている協同組合組織金融機関です。

地元に密着し、みなさまから信頼される人間的ふれあいのあるサービスの提供と、地域の一員として地域社会の生

活の質や文化の向上等に積極的に取組んでおります。

◎貸出金使途別残高 (単位:百万円)

◎個人に対する貸出金(消費者ローン・住宅ローン)残高 (単位:百万円)

◎地方自治体の制度融資貸出金残高 (単位:百万円)

◎新型コロナウイルス感染症関連融資 (単位:百万円)

◎地方自治体に対する貸出金残高 (単位:百万円)

◎創業・新事業支援融資実績 (単位:百万円)

◎中小企業向け融資残高 (単位:百万円)

区　　　　　分

創業・新事業支援融資

令和元年9月末 令和2年9月末 <参考> 令和2年3月末

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

　中 小 企 業 向 け 融 資 39,187 49,272 42,183

商　　品　　名

4,498

7

件数 実行金額

3,728

5 36 2

8.1 %

5,220

金　　額

8,207

698

<参考> 令和2年3月末

13 68

件数

3,921

<参考> 令和2年3月末

金　　　　額

18.4 %

金　　　　額

3,784

6,337

9.7 %

令和2年9月末

3,641

5,898合　　　　　　　計

1,303

3,400

279

件数

567

404

8.3 %

北海道制度融資

札幌市制度融資

金　　額

<参考> 令和2年3月末

1,251

3,969

件数

256

4424,882

10.2 %

区     　　分
件数 金　　額

総貸出金に対する比率

住  宅  ロ ー ン

2,467

4,006

2,256

令和元年9月末

総貸出金に対する比率

6,473

445

724 4,703 971合　　　　　　　計 13,090

7.4 %

2,553

区     　　分
金　　　　額

令和元年9月末 令和2年9月末 <参考> 令和2年3月末

金　　　　額

32,238

38,767

71,005

26,172

38,500

64,673合　　　　　　計

25,249

37,761

63,010

地 域 貢 献 情 報

件数 実行金額

令和元年9月末 令和2年9月末
区　　　　　分

札　 　幌　　 市

令和元年9月末

金　　　　額

実行金額

1.地域に貢献する当組合の経営姿勢

2.融資を通じた地域貢献

区     　　分
令和元年9月末

金　　　　額

令和2年9月末

運  転  資  金

設  備  資  金

令和2年9月末

金　　　　額 金　　　　額

<参考> 令和2年3月末

金　　　　額

消 費 者 ロ ー ン

区     　　分
令和元年9月末 令和2年9月末 <参考> 令和2年3月末

件数 金　　額 件数 金　　額 件数 金　　額

北海道制度融資
- - 350 7,193 - -

北海道新型コロナウイルス感染症対応資金

札幌市制度融資
- - 42 1,939 - -

札幌市新型コロナウイルス対応支援資金

合　　　　　　　計 - - 392 9,132 - -

総貸出金に対する比率 - 12.8 % -
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◎個人保証に過度に依存しない融資実行額 (単位:百万円)

◎要注意先等の健全化への取組み

要注意先等のお取引先に対し、令和２年度は、健全化対象リスト２３先について債務者区分のランクアップを図

っています。

◎事業再生支援

中小企業再生支援協議会の企業再生は通算１５先で、内２先について現在再生に取組んでおります。

◎創業支援

・北海道「創業貸付」、保証協会創業融資等の活用に取組んでおり、令和２年９月末現在、２件の取扱いとなっ

ています。

・営業店を通して「北海道中小企業総合支援センター」の活用に取組んでいます。

◎「新型コロナウイルス関連支援資金」による資金繰り支援

コロナウイルス感染症の拡大により取引先事業者の資金繰りが逼迫していることから、北海道、札幌市、北海道

信用保証協会と協力し、各種制度資金も活用して取引先の資金繰りを安定させるために、緊急融資を行っていま

す。

また、融資後も取引先の事業継続への支援等、定期的にモニタリングを実施して取引先からの要望等は本部・営

業店が情報を共有する体制とし、取引先によっては条件変更に応じる等柔軟な対応を行っています。

◎北海道銀行および道内の14信金・3信組と共同で、地域資源を活用して成長を目指す中小企業等へのサポートを

目的に設立した「ほっかいどう地方創生ファンド」を支援しています。

◎財団法人 北海道中小企業総合支援センターが、中小企業者等の創業支援やものづくり産業の助成を目的として設

置した「北海道中小企業応援ファンド」を支援しています。

◎北海道商工会連合会が中小企業者と農林漁業者への助成を目的として設置した「北海道農商工連携ファンド」を

支援しています。

◎札幌大通地区隣接の6商店街、札幌市、札幌商工会議所など31団体・企業が株主となって設立した「札幌大通ま

　ちづくり株式会社」に資本参加し、商店街の活性化活動等に協力しています。

◎地元町内会、老人クラブ、各サークル等からの要望により、週1回～2回定期的に営業店の2階会議室を開放しご

利用いただいています。

◎地元商店会、町内会、青年会等に加盟し、各種行事の支援振興に協力し、札幌経済の発展に努めております。

◎本部および本店営業部の職員による献血協力を4月・9月・12月に実施しています。

◎社団法人 北海道交通安全推進委員会が実施している交通遺児育英事業基金造成のための募金活動に参加し、営業

店の窓口に「交通遺児励ましの箱」を設置しているほか、賛助金を拠出しています。

◎当組合は、全国信用協同組合連合会と㈱オリエントコーポレーションの提携で開発された社会貢献機能を有する

クレジットカード「しんくみピーターパンカード」の取扱いを行っています。

◎「子供110番」へ参加し、「地域の子供たち」を犯罪被害から守る活動を行っています。

◎新型コロナウイルス感染症拡大により影響を受けられたお客さまのサポートに、迅速かつきめ細やかな対応で取

組んでいます。

◎地域活性化の一環として、道や札幌市の制度融資、保証制度を活用し、地域内の創業・新事業支援や企業の再生

支援等に取組んでいます。

◎法務相談は顧問弁護士を、税務相談は顧問税理士法人を活用しております。

◎セブン銀行と提携し、セブンイレブン等に設置しているATMの利用促進をPRしています。

◎全国の信用組合と通帳記帳提携を結び、全国各地のしんくみATMで通帳を記帳することができます。

◎組合の概要や、商品案内、キャンペーンの告知等については、ホームページ等に掲載しています。

1

合　　　　　　　計 2

6.地域の活性化およびお客さまの利便性向上に向けた取組み

5.文化的、社会的貢献活動

4.地域へのサービス貢献

3.取引先への支援状況等

216

1

18

商　　品　　名

　道　　小　　口

　し ん く み ア シ ス ト ７

8

20816

2

令和元年9月末 令和2年9月末 ＜参考＞令和2年3月末

件数 金　　　額 件数 金　　　額 件数 金　　　額

38

25

442

10

15 40

8

434

（単位：%） (単位:百万円) 

（単位：百万円､％） （単位：百万円） （単位：百万円､％） （単位：百万円､％） （単位：百万円､％） （単位：百万円､％） 

（単位：%） (単位:百万円) 

（単位：百万円､％） （単位：百万円） （単位：百万円､％） （単位：百万円､％） （単位：百万円､％） （単位：百万円､％） 
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当組合は、反社会的勢力との関係を遮断し、被害を防止するため、基本的な考え方を
次の通り定める。

◎当組合の社会的責任を強く認識するとともに、コンプライアンスを徹底するため、組織全体として反社会的勢力

との関係を遮断するための態勢を整備する。

◎反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を持たない。

◎不当要求は、断固として拒絶し、民事および刑事の両面から法的対応を行う。

◎不当要求が当組合の不祥事を理由とする場合であっても、裏取引を行わない。

◎平素から外部専門機関との緊密な連携を構築し、また、反社会的勢力に対応する職員の安全を確保する。

◎反社会的勢力への資金提供を行わない。

当組合業務に対する苦情・要望等の統拢相談窓口は、本部「業務推進部」となっております。

ご相談等がございましたら、各営業店もしくは直接「業務推進部」までご連絡ください。

　

「業務推進部」電話番号　　011-211-0857 （内線201）　　

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業者等の皆さまを支援する道の新たな

融資制度「新型コロナウイルス感染症対応資金」の取扱いを開始

ゴールデンウイーク期間中の「新型コロナウイルス感染症対策相談窓口」の設置

会社等の役員の方や個人事業主の方の積立型退職金制度である「小規模企業共済」の前年度

加入実績が全国の信組業界で第３位となり、(独)中小企業基盤整備機構より感謝状を受賞

「しんくみの日週間献血運動」を実施

新型コロナウイルス感染症の影響が収束せず、令和２年２月から各営業店に開設した「新型

コロナウイルス関連相談窓口」の設置期限を本年９月３０日から１２月３０日まで延長

令和２年９月

2. トピックス (令和２年４月～令和２年９月)

1.「苦情・要望」相談窓口

反社会的勢力に対する基本方針

そ　の　他

令和２年９月

令和２年９月

令和２年５月

令和２年５月
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